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大局的な経営の観点から業績動向を踏まえつつ、経営環境の変化や平成 24 年度に実
施した人事・賃金制度及びこの間将来の経営に影響のある賃金改善を 4 期連続で実
施していること、それにより期末手当の算出基礎である基準内賃金が増加しているこ
とも含めて統合的に判断していく必要があると考えている。特に、当社は、お客さま
にご利用していただくことで鉄道事業を運営している、高い公共性を有した企業であ
ることから、世間に突出感を与えることないよう留意すべきである。

＜   ＪＲ東日本会社より基本的スタンスが示される！  ＞


